
（ ）
独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

78% 73% 75%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

27年度

％

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

31年度要求

予算
の状
況

4.1

-

実施方法

担当部局庁 官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 官房総務課 藤本　哲也

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

　公正取引委員会の最近の活動状況等について，各地域の主要経済団体・消費者団体の代表者等の有識者から公正取引委員会の委員等が意見を聴取す
るとともに，率直な意見交換を行う。また，懇談会に併せて，各地域の事業者，消費者等を対象とした公正取引委員会委員等による講演会を実施するほか，
当該講演会後に，独占禁止法及び下請法に関する相談コーナーを設け，各地域の事業者等からの相談に対し職員が個別に応じる。

- -

4.1

- -

- -

-

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

4

-

3.2

昭和５４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地方有識者（経済団体，消費者団体，学識経験者，報道関係者等）と公正取引委員会委員等との懇談会を通じて，各地域の実情，競争政策や公正取引委
員会の活動について，幅広い意見・要望等を把握し，今後の競争政策の有効かつ適切な推進を図るとともに，各地域の事業者，消費者等を対象とする講演
会を通じて公正取引委員会の活動や独占禁止法等の内容に対する理解をより一層深めることを目的としており，毎年，全国各地において開催している。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

平成３０年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

4.1 4.1 4 4 0

3 3

執行率（％） 78% 73% 75%

-

-

-

-

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

4

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度

-

28年度

0

30年度当初予算

1.8

1.3

0.7

0.1

4

事業番号 0002

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

職員旅費

庁費

諸謝金

委員等旅費

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求



　各地域の事業者，消費者
等を対象とする講演会を通
じて公正取引委員会の活
動に対するより一層の理解
を深める。

　講演会参加者の公正取
引委員会の活動に対する
理解の向上（講演会後のア
ンケートにおいて「理解が
深まった」又は「おおむね
理解が深まった」と回答し
た者の割合）

350,471 378,113

3,154,241
/9

3,024,900
/8

438,889

3,950,000
/9

30年度
活動見込

31年度
活動見込

9 8

年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

回

計算式
開催経費
(円)　/
開催回数

単位

活動実績

円

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

代替目標

　講演会参加者の独占禁
止法，下請法の理解の向
上（講演会後のアンケート
において「理解が深まった」
又は「おおむね理解が深
まった」と回答した者の割
合）

- - - 80

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

30

- 83.8

-

27年度 28年度 29年度

100 100

回目標値

9 8

9 8

実績

380,951

代替目標

28年度

9 8 8独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会開催回
数

単位

　独占禁止政策に関する地
方有識者との懇談会開催
回数

％

達成度

目標値

代替指標 単位

実績 ％

％

定量的な目標が設定できない理由

　各地域の事業者，消費者
等を対象とする講演会を通
じて独占禁止法，下請法に
対するより一層の理解を深
める。

回

代替目標

代替指標

回

％

30年度活動見込

代替指標
中間目標

30

　本事業は各地域の実情，競争政策や公正取引委員会の活動
等に関する意見聴取が中心であり，施策への反映状況について
定量的な目標を設定することは困難である。
　なお，講演会については，公正取引委員会の活動，また，独占
禁止法等に対する理解の向上度合いを把握するため，平成28年
度より，参加者に対するアンケートを実施しているところであり，
当該アンケートによって測定した理解の向上度合いについては，
本事業の成果を検証するための代替指標として掲載している。

実績

目標値

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

独占禁止政策に関する地方有識者と懇談会開催に係
る経費／　開催回数

単位当たり
コスト

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

　地方有識者との懇談会を
開催し，有識者から意見等
を聴取する。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

8

29年度

9 8 8

83

27年度 28年度 29年度

　各地域の主要経済団体・消費者団体の代表者等，学識経験者（大学教授
等），報道関係者等の有識者と懇談を行い，幅広い意見・要望等を把握する
とともに，各地域の事業者，消費者等を対象とする講演会を通じて競争政策
に対するより一層の理解を深めることを成果目標とする。
　達成状況・実績については，経済団体・消費者団体等の代表者等の参加
を得て，平成29年度は全国8か所で開催し，地方有識者からは，公正取引委
員会に対する意見・要望等が数多く出されるなど活発な意見交換が行われ，
地方有識者と公正取引委員会との間で，競争政策についての相互理解を深
めることができた。なお，懇談会で提出された主な意見・要望等は公表して
いる。また，講演会後に実施した参加者に対するアンケート調査では，公正
取引委員会の活動に対する理解の向上度及び独占禁止法・下請法の理解
の向上度は，いずれも80％超であった。

9

100

8

単位

％

年度

％達成度

％

年度

目標最終年度

年度

年度

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

30 年度

- 87.7 88.9

- - - 80

- - -

27年度 29年度

3,047,610
/8



競争政策の広報・広聴　３－１

競争政策の普及啓発等　３

8382

8696
政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標最終年度

87 88

-

-

目標値

中間目標
29年度 30年度

-

-

単位

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

年度

97

目標値 回

-

- -

28年度 29年度

成果実績

-

-

年度 年度

-

-

年度

中間目標 目標年度
27年度

地方有識者との懇談会開催件数
（本事業の懇談会のほか，地方事務所長等の公正取引
委員会事務総局の職員と有識者との懇談会を含めた開
催回数）

改革
項目

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会において，公正取引委員会の委員等が地方有識者との間で率直な意見交換を行うことにより，各地
域の有識者が有している競争政策に関する意見・要望等を把握することや，懇談会後の講演会などを通じて各地域の事業者，消費者等に公正取引
委員会の活動や独占禁止法等の内容に対する一層の理解を深めてもらうことは，競争政策に対する国民的理解の増進を図るとともに，今後の競争
政策の有効かつ適切な促進を図るという目標の達成に資する。

-

30
定量的指標

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度

実績値 回

単位

施策

政策

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

- -

計画開始時

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



公正取引委
員会

事業番号 事業名所管府省名

独占禁止懇話会0003

○

　競争政策を実施する公正取引委員会（国）が直接行う必要
がある。

○

評　価項　　目

　公正取引委員会が，各地域の実情，競争政策や公正取引
委員会の活動等に関する意見を踏まえた上で競争政策を推
進すること，及び各地域の事業者等に対し独占禁止法等の
内容を理解してもらい違反行為の未然防止を図ることは，国
民及び社会のニーズに応えるものである。

　事業実施に当たっては，今後も相見積りを原則とすることにより，競争性の確保とコストの削減を図る。
　引き続き各地域の経済団体や報道機関等と連携することにより，懇談会及び講演会の幅広い周知を図る。

　独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会では，積極的な意見聴取を行い，聴取した意見については，主な意見を公表するとともに，公正
取引委員会内で共有し，競争政策の運営の参考としている。また，併せて講演会を行うことにより，当該地域の事業者等における公正取引委
員会の活動や独占禁止法等の内容に対する理解を深めている。これらのことから，今後も地方有識者との懇談会を開催して意見聴取を行うと
ともに，講演会を開催することが適当である。

各地域の有識者が一堂に会した場所で意見交換を行うこ
とにより，効率的に意見を聴取できるほか，有識者間の議論
も行われるため，より効果的に意見を聴取することができ
る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

　庁費の支出は相見積りを原則とすることにより，競争性の
確保とコストの削減を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

　懇談会の場において有識者から聴取した意見について
は，主な意見等を公表するとともに，公正取引委員会内で共
有し，公正取引委員会の競争政策の運営の参考としてい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

　類似の事業として「独占禁止懇話会」（経済取引局が所管）
が実施されているが，これは各界の代表者・有識者等から，
全国的な見地から意見を聴取するものであり，各地の有識
者から地域の経済社会の実情に即した競争政策に関する意
見を幅広く聴取する本事業との役割分担は適切である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

無

○

　費用の妥当性については上記のとおり。使途については，
謝金，委員等旅費の支出は出席者に限定しているほか，食
事等の提供もしておらず，懇談会開催に必要な施設等への
支出に限定している。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　競争政策を有効かつ適切に実施していくためには，国民や
社会のニーズを把握することが必要・重要である。

　旅費，謝金については，規則・統一単価に基づいて支出を
しており，庁費の支出については相見積りを原則とすること
により，競争性の確保とコストの削減を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

　懇談会出席者にとって利便性の良い開催場所を選定する
ことで，出席者の確保や移動に係るコスト（委員等旅費）の削
減に努めている。

　懇談会を年8回程度開催し，各地方有識者との間で活発な
意見交換を行っている。また，講演会後に実施した参加者に
対するアンケート調査では，公正取引委員会の活動に対す
る理解の向上度及び独占禁止法・下請法の理解の向上度
は，いずれも80％超となっている。これらの実績は，幅広い
意見・要望等を把握するとともに，競争政策に対するより一
層の理解を深めるという目標に合致するものである。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　当初見込みどおりの開催回数である。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

　費用のうち，会場や講演会設備への支払と，公正取引委
員会委員・職員の出張旅費については，懇談会の開催場
所，開催都市によって大きく異なるところ，積算は開催に必
要な会場の規模に基づく統一単価や旅費の統一単価を使用
することで妥当性を確保している。他方，会場や講演会設備
への支払については相見積りを原則とすることで妥当性を確
保している。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

③ 平成25年度 ②

平成26年度 ② 平成27年度 0002 平成28年度 0002

平成22年度 ③（２） 平成23年度 ⑦ 平成24年度

平成29年度
公正取引委

員会 0002

公正取引委員会
3.0百万円

懇談会等の企画・運営等

懇談会において

意見・要望等を陳述

会場，講演会設備，

借上げ車両の提供等

懇談会・講演会の

出席・運営に係る出張

出席依頼 【随意契約（少額）】

A．地方有識者（55名）
0.6百万円

B．民間事業者（28社・団体）
0.8百万円

C．公正取引委員会

委員・職員（41名）
1.6百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

個人Ａ

個人Ｂ

個人Ｃ

個人Ｄ

個人Ｅ

個人Ｆ

個人Ｇ

個人Ｈ

個人Ｉ

個人Ｊ

懇談会・講演会の会場借料
及び会場設備使用料

0
随意契約
（少額）

旭川商工会議所

掛川タクシー株式会
社

2080401014259
委員送迎用の車両の借上
げ

0

6450005000481
懇談会・講演会の会場借料
及び会場設備使用料

0
随意契約
（少額）

京都商工会議所

静岡産業経済会館 2080001002960
懇談会・講演会の会場借料
及び会場設備使用料

0.1
随意契約
（少額）

4130005004789

随意契約
（少額）

金　額
(百万円）

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

B.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

費　目

9

5

4

8

7

6

1

10

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

2

3

法　人　番　号

0

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

懇談会への出席

懇談会への出席

懇談会への出席

懇談会への出席

懇談会への出席

懇談会への出席

2 株式会社サンルート 2013301018419
懇談会・講演会の会場借料
及び会場設備使用料

0.1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社高知商工
会館

3490001000625
懇談会・講演会の会場借
料，会場設備使用料等

0.2
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

星光ビル管理会社 8120001077456
講演会の会場借料及び会
場設備使用料

0.1
随意契約
（少額）

6

7

4

5

鹿児島東急REIホテ
ル

9340001000948
懇談会の会場借料，会場
設備使用料等

0.1
随意契約
（少額）

10

8

9

鹿児島第一交通株
式会社

1340001002456
委員送迎用の車両の借上
げ

0
随意契約
（少額）

長岡商工会議所 2110005011384 懇談会・講演会の会場借料 0.1
随意契約
（少額）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

0

0

0

0

0

0

0

0

懇談会への出席

懇談会への出席

懇談会への出席

懇談会への出席

0



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

個人Ｊ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0

個人Ｄ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.1

個人Ｆ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.1

個人Ｈ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.1

個人Ｂ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.2

個人Ｃ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

3

4

1

2

個人Ａ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.2

7

8

5

6

個人Ｅ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.1

9

10

個人Ｉ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0

個人Ｇ
懇談会・講演会の出席・運
営に係る出張

0.1



（ ）

-

-

-

-

1.7

-

-

-

756

-

797

- -

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
－

一般会計

年度

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

％

代替目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

-

単位

ホームページ（独占禁止懇
話会議事録等の成果物）の
アクセス件数（一月当たり）

－目標値

実績 770

定量的な目標が設定できない理由

達成度

代替指標 27年度 28年度 29年度

－

中間目標

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

-－

実施方法

　公正取引委員会の取組や競争政策の在り方等に対する意見聴
取が中心であり，これらに関して定量的な目標を示すことは困難
である。

27年度

59% 59%

独占禁止懇話会 担当部局庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 経済取引局総務課 岩成　博夫

事業名

会計区分

30年度

翌年度へ繰越し

計

29年度

その他の事項経費

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

予算
の状
況

％

1.6

-

-

-

-

-

-

1.7

-

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

63%

28年度

補正予算

昭和４３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　公正取引委員会が各界の有識者から意見を聴取するとともに，意見交換を行うことを通じて，経済社会の変化に即応した競争政策の有効かつ適切な推進
を図り，併せて競争政策に対する国民的理解の増進を図る。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

－
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） －

平成３０年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

1.6 1.7 1.7 1.7 0

1 1

執行率（％） 63% 59% 59%

国民への発信力の向上

-

1

時宜を得た検討課題について，広く各界の有識者と意見交換を行うことによ
り，競争政策の有効かつ適切な推進を図り，併せて競争政策に対する国民的
理解の増進を図ることを成果目標とする。
　達成状況・実績については，平成27年度から平成29年度の間に計9回の会
合が開催されているところ，いずれの回においても活発な意見交換が行わ
れ，有識者と公正取引委員会との間で，競争政策に関する相互理解を深め
ることができた。

-

目標最終年度

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

年度

-

-

-

－

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

-

-

- -

-

- -

-

-

-

1.7

-

　公正取引委員会が，懇話会を開催し，その取組や競争政策の在り方等について，広く各界（学界，言論界，消費者団体，産業界，中小企業団体等）の有識
者と意見交換を行う。

-

関係する
計画、通知等

達成度

年度 年度

31年度要求

30年度当初予算

0.9

0.5

0.2

2 0

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

事業番号 0003

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

委員等旅費

庁費

計



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標定性的指標

30年度
活動見込

31年度
活動見込

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

計算式

単位

活動実績

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

334,522

29年度

27年度 28年度 29年度

計画開始時

独占禁止懇話会の開催回数
 

29年度 30年度

3 3 3

28年度

1,003,566/3

評　価項　　目

目標最終年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

-

1,665,000/3

30年度活動見込

成果実績

年度

目標値

単位

単位当たり
コスト

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

28年度 29年度

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

実績値

単位

独占禁止懇話会開催に係る経費 ／ 開催回数

施策

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　独占禁止懇話会における活発な意見交換により，有識者と公正取引委員会との間で，競争政策に関する相互理解を深めることは，競争政策に対す
る国民的理解の増進を図るとともに，今後の競争政策の有効かつ適切な推進に資する。

単位

定量的指標

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

年度年度

中間目標 目標年度
27年度

改革
項目

分野： -

施策の進捗状況（実績）

3

3 3 3

333,280 320,357

999,841 / 3 961,070/3円 /回

円

3

555,000

　平成29年度に独占禁止懇話会を3回開催した。

政策

測
定
指
標

30年度

目標年度 施策の進捗状況（目標）

競争政策の広報・広聴　3-1

競争政策の普及啓発等　3

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

-

-

○

27年度

-

-- -- -

- -

-

--- -

　独占禁止法等の内容や公正
取引委員会の活動についての
情報提供状況及び国民各層と
のコミュニケーションによる意
見・要望の把握を通じた競争
政策に対する理解の増進状況

　独占禁止法等の内容や公正取
引委員会の活動について広く国
民に情報提供を行うとともに，国
民各層とのコミュニケーションによ
る意見・要望の把握を通じて競争
政策に対する理解を増進する。

　独占禁止法等の内容や公正取引委員会の活動について広く国民
に情報提供を行うとともに，国民各層とのコミュニケーションを通じた
意見・要望の把握を通じて競争政策に対する理解を増進する。

-

-

-

-

- - -

年度

- -

- -

-

-

-

-

-

-

　有識者からの意見聴取は，実際に競争政策を実施する公
正取引委員会（国）が直接行うことが効果的である。

○

　公正取引委員会が各界の有識者から意見を聴取し，それら
を踏まえて競争政策を推進することは，経済社会の変化や国
民・社会のニーズに適切に対応した政策を行うことにつなが
るものと考える。

○

　我が国経済社会の変化に即応した競争政策を有効かつ適
切に実施していくためには，定期的に各界の代表者，有識者
等と意見交換を行うことが効果的な競争政策の実施に資する
ものである。



所管府省名

　
独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会

0002

事
業
の
効
率
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

　類似の事業として「独占禁止政策に関する地方有識者との
懇談会」（官房が所管）が実施されているが，これは各地方ご
とに開催するもので，各地の有識者から地域の経済社会の
実情に即した競争政策に関する意見・要望を聴取するもので
あり，全国的な見地から意見を聴取する独占禁止懇話会との
役割分担は適切である。
 
 
 
 
 
 

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

公正取引委
員会

事業番号 事業名

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

関
連
事
業

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

点
検
・
改
善
結
果

外部有識者の所見

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

改善の
方向性

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

点検結果

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

　傍聴者への資料送付を紙媒体から電子媒体に変更すると
ともに，傍聴者への傍聴券の送付をＦＡＸからＰＤＦとすること
により，送付の際の作業効率の向上を図っている。

‐

○

　不用発生の原因は主に，日程調整の結果，旅費を要する
地方在住の会員が欠席した回があったことによる。

無

　引き続き，会合の検討議題を時宜を得たものとすること，可能な限り多くの会員の出席を得られるよう早期の日程調整等に努めること，会員へ
の事前の資料配布を紙媒体から電子媒体に変更すること等により，各界有識者に対する広報・広聴活動として効率的に成果を上げるとともに，
会合開催に当たって速記録の作成等に係る支出については，必要最小限のものとなるようにする。

　独占禁止懇話会は，経済社会の変化に即応して競争政策を有効かつ適切に推進するため，公正取引委員会が，広く各界の有識者と意見交換
を行うための会議である。会合で聴取した意見については，議事録等で公表するとともに，公正取引委員会内で共有し，各種取組への反映を
図っており，各界の有識者の意見を競争政策の運営にいかす貴重な機会であり，競争政策に対する国民的理解の増進に資するものとなってい
る。これらのことから，今後も独占禁止懇話会を開催して意見聴取を行うこととする。

○
　支出は，地方に在住する会員への旅費，意見陳述の謝金，
速記録作成費用であり，必要最小限の支出に限定している。

○

　独占禁止懇話会の議事録等の成果物は公正取引委員会
のホームページ上で公表しており，これら成果物へのアクセ
ス件数は，一月当たり約800件に上る。
　また，議事録等は公正取引委員会内で共有し，聴取した意
見を各種取組の参考としている。

　各界の代表者，有識者等と一堂に会した場で意見交換を行
うことにより，公正取引委員会としては効率的かつ効果的に
意見を聴取できるほか，各界の有識者等に関しても意見交換
を通して競争政策に対する理解を深めてもらう機会となるた
め，現在の形での開催が最も意見交換の方法としては効果
的である。

○

○

○

　速記録作成先の選定については，法務省との共同調達（一
般競争入札）によっている。

無

　旅費及び謝金は規則・統一単価に基づいて支出している。

　独占禁止懇話会は，年３回程度時宜を得た議題を設定の
上，広く各界の有識者と意見交換を行い，また，会議で使用
した資料や議事録等の成果物を後日公開している。これらの
実績は，競争政策の有効かつ適切な推進を図り，併せて競
争政策に対する国民的理解の増進を図るという目標に合致
するものである。

‐

○

　毎年，３回程度の開催を見込んでいるところ，ほぼ見込みど
おり開催できている。

‐

○



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.
金　額

(百万円）
使　途

関連する過去のレビューシートの事業番号

B.
金　額

(百万円）

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費　目 使　途

備考

0 計 0計

費　目

チェック

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

④ 平成25年度 ③

平成26年度 ③ 平成27年度 0003 平成28年度 0003

平成22年度 ③(4) 平成23年度 ⑧ 平成24年度

平成29年度
公正取引委

員会 　 0003

公正取引委員会

1.0百万円

会議の運営等

委嘱
Ａ．独占禁止懇話会会員

（25名）

0.9百万円

懇話会における意見陳述

【一般競争入札（最低価格）（※）】

Ｂ．（株）会議録研究所

0.1百万円

速記録の作成

（※）法務省との共同調達による年間契約



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

落札率

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

0.1

0.1

0

0

0

0

0独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

独占禁止懇話会への出席

0

会員I

会員J

0

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

5

4

0.1会員A

会員B2

3

入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

落札率契約方式等

6

1

9

会員C

会員D

会員E

会員F

会員G

会員H8

7

法　人　番　号

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

独占禁止懇話会に係る速
記録の作成

0.1
一般競争契約
（最低価格）

㈱会議録研究所 6011101004370

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要


